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研究要旨 
緩和的放射線治療はがん疼痛をはじめとする各種症状の緩和に有効であるが、がん患者

への緩和的放射線治療の提供は未だ不十分である。本分担研究では今までに緩和的放射

線治療の実態と普及の障壁を全国調査から明らかにし、普及の障壁について要因を分析

するとともに、わが国の緩和的放射線治療の質の評価を実施してきた。昨年度の緩和的放

射線治療普及のための好事例集作成に引き続き、緩和的放射線治療の医療事情やリソー

スに踏み込んだ具体的な問題把握を行う全国アンケート調査を実施し、その結果を元に

緩和的放射線治療普及の社会実装を図るための緩和的放射線治療の普及に向けた提言の

作成、ならびにがん診療連携拠点病院の整備指針の作成を行った。昨年度作成した好事例

集と併せ緩和的放射線治療普及の社会実装を図る。

A. 研究目的
昨年度までに緩和的放射線治療特有の問題を含めた
院内・地域連携の実態と普及における障壁に関する
全国調査を実施し課題を分析した結果、多くの施設
で緩和的放射線治療の普及を強化したいという意見
であったが、教育啓蒙や院内・院外連携がまだ不十
分という回答が多く見られた。また単回照射の普及
が十分とは言えない結果であった。今年度は緩和的
放射線治療の医療事情やリソースに踏み込んだ具体
的な問題把握を行う全国アンケート調査することで
緩和照射普及の障壁を詳細に検討し、それを元に緩
和的放射線治療の普及に向けた提言の作成、ならび
にがん診療連携拠点病院の整備指針への加筆を行う。
昨年度作成した好事例集の活用推進と併せ、緩和的
放射線治療普及の社会実装を図る。

B. 研究方法
1)緩和的放射線治療の連携の実態と普及について、

医療事情やリソースに踏み込んだ具体的な問題把握

を行う全国アンケート調査を放射線治療専門医を対

象に実施した。調査項目は要素 1：緩和照射症例を積

極的に増やしたい/根治治療等で手一杯で増やすゆ

とりがない、要素 2：単回照射に抵抗は感じない/抵

抗を感じる、要素 3：入院ベッドを持っている/持っ

ていない、要素４：緩和的放射線治療の広報につい

て、要素 5：緩和ケアチームへの参加についての 5項

目からなる。

2)3)全国アンケート調査結果を元に緩和的放射線治

療の普及に向けた提言の作成、ならびにがん診療連

携拠点病院の整備指針の作成を行った。 

（倫理面への配慮） 
本研究に関係するすべての研究者は、ヘルシンキ宣
言および「人を対象とする生命科学・医学系研究に
関する倫理指針」に従って本研究を実施した。

C. 研究結果

1)全国アンケート調査結果：放射線治療症例のうち

緩和照射を実施している割合は、約 30％未満と約

30%以上がそれぞれ半数ずつであった。なお、年間照

射人数が多いハイボリュームセンターや都道府県が

ん診療連携拠点病院の方が、緩和照射の割合が多い

傾向にあった。回答者の 8 割以上が緩和照射をもっ

と進めるべきであると考えており、さらに 7 割は現

在進めている、または進める準備があるとの回答で

あった。連携体制に関してはマンパワー不足や、入

院ベッド確保困難、時間的なゆとりのなさ等のリソ

ース不足が、緩和照射の症例を増やすことの障壁と

して多く挙げられた。さらに院外との連携不十分、

広報不十分、教育不十分という意見が多く見られた。

緩和照射についてホームページ等で緩和照射の情報

を公表している施設は回答者の約半数であり、特に

「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」で

施設によっては公表が定められているにもかかわら

ず、対応できていない施設がある程度存在している。
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単回照射に関しては放射線治療医ならびに他科医師

の理解不足等から単回照射が普及しきれていない結

果であった。診療報酬制度上の制約として「単回照

射の診療報酬の点数が低すぎるから」という理由で

単回照射を（ほとんど）行っていないとする意見が

多く、昨今の厳しい病院経営の状況を反映している

ものと思われる。他院入院中の症例に放射線治療を

行った場合の入院料減額について、回答者の半数が

知らなかったと回答した。この制度により、緩和照

射を勧めにくい、あるいは実際に断られた経験があ

るという回答も認められた。 

2)提言: 

疼痛緩和において薬物療法とならび緩和的放射線治

療は大きな柱であるが、国内において未だ緩和的放

射線治療が十分に普及しているとは言えない状況に

ある。 

緩和的放射線治療の普及に向けて  

① 疼痛緩和における単回照射の積極的活用の促

進、  

② 単回照射の診療報酬点数の適正化、  

③ 地域医療圏における放射線治療装置の積極的活

用のため、紹介元医療機関の入院料減額制度の

緩和、  

④ 通院時間 1時間半圏内の医療圏を超えた診療連

携と地域医療の連携強化、  

⑤ 速やかな地域連携促進のための DXを活用した

病院連携強化 、 

⑥ 多職種カンファレンス（骨転移キャンサーボー

ド、緩和ケアチーム）の推進、を推し進め、がん

診療連携拠点病院と適切な診療連携を行える体

制を構築すること。 
を作成した。 
3) がん診療連携拠点病院の整備指針として「緩和的
放射線治療を患者に提供できる体制を整備すること。
また自施設の医療従事者に対し、緩和的放射線治療
の院内での連携体制について周知していることに加
え、連携する医療機関に対し、患者の受入れ、等につ
いて、周知していること。さらに、ホームページ等で、
自施設におけるこれらの実施体制、連携窓口ならび
に連携手順、等について分かりやすく公表している
こと。」を作成した。 
 
D. 考察 
以前の調査より医療事情やリソースに踏み込んだ具

体的な問題把握を行う全国アンケート調査を実施し

た結果、連携体制の不十分さが依然課題として抽出

された。また単回照射の認識・普及が必ずしも十分

でなく、主治医ならびに放射線治療医更なる教育・

啓発が必要である。本調査結果を元に緩和的放射線

治療の普及に向けた提言の作成、ならびにがん診療

連携拠点病院の整備指針の作成を行ったが、提言で

は地域の医療事情ならびに医療制度上の課題に踏み

込んだ項目も加えている。当班会議で作成してきた

好事例集と現在作成中の「がんによる症状の緩和の

ための放射線治療ガイドライン」の活用推進と併せ、

緩和的放射線治療普及の社会実装を実現する必要が

ある。 
 
E. 結論 
わが国の緩和的放射線治療の実態と普及における障

壁を把握するため、放射線治療専門医に対し全国ア

ンケート調査を実施し、普及に向けて課題となる諸

因子を詳細に分析し、その結果を元に緩和的放射線

治療の普及に向けた提言の作成、ならびにがん診療

連携拠点病院の整備指針の作成を行った。昨年度作

成した好事例集、現在作成中の「がんによる症状の緩

和のための放射線治療ガイドライン」の活用推進と

併せ、緩和的放射線治療普及の社会実装を実現する

必要がある。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし   

2. 実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし
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